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No. 該当条文 補正前 補正案 補正理由

1
第3条

（品質マネジメントシステム計画）

３．定義
本品質マネジメントシステム計画における用語の定義は，以下に定める
ものの他品管規則に従う。
（１）原子炉施設
原子炉等規制法第４３条３の５第２項第５号に規定する発電用原子炉施
設をいう。
（中略）
４．品質マネジメントシステム
４．１ 品質マネジメントシステムに係る要求事項
（中略）
（２）組織は，保安活動の重要度（事故が発生した場合に原子炉施設か
ら放出される放射性物質が人と環境に及ぼす影響の度合いに応じた，
ａ．からｃ．に掲げる事項を考慮した原子炉施設における保安活動の管
理の重み付けをいう。）に応じて品質マネジメントシステムを確立し，運
用する。この場合，次に掲げる事項を適切に考慮し，発電用軽水型原子
炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針（以下「重要度分類
指針」という。）に基づく重要性に応じて，品質マネジメントシステム要求
事項の適用の程度について，「原子力品質保証細則」に規定し，グレー
ド分けを行う。

３．定義
本品質マネジメントシステム計画における用語の定義は，以下に定める
ものの他品管規則に従う。
（１）原子炉施設
原子炉等規制法第４３条の３の５第２項第５号に規定する発電用原子炉
施設をいう。
（中略）
４．品質マネジメントシステム
４．１ 品質マネジメントシステムに係る要求事項
（中略）
（２）組織は，保安活動の重要度（事故が発生した場合に原子炉施設か
ら放出される放射性物質が人と環境に及ぼす影響の度合いに応じた，
ａ．からｃ．に掲げる事項を考慮した原子炉施設における保安活動の管
理の重み付けをいう。）に応じて品質マネジメントシステムを確立し，運
用する。この場合，次に掲げる事項を適切に考慮し，「発電用軽水型原
子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」（以下「重要度
分類指針」という。）に基づく重要性に応じて，品質マネジメントシステム
要求事項の適用の程度について，「原子力品質保証細則」に規定し，グ
レード分けを行う。

記載の適正化

2
第86条

（放射性固体廃棄物の管理）

10．課長（放射線管理）は，第９項の運搬において，運搬前に次の事項
を確認する。
11．課長（放射線管理）は，第９項の運搬において，運搬前に容器等の
線量当量率が法令に定める値を超えていないことおよび容器の表面汚
染密度が法令に定める表面汚染限度を超えていないことを確認する。た
だし，第９２条（管理区域内における区域区分）第１項（１）に定める区域
から運搬する場合は，表面汚染密度についての確認を省略できる。

10．課長（放射線管理）は，前項の運搬において，運搬前に次の事項を
確認する。
（中略）
11．課長（放射線管理）は，第９項の運搬において，運搬前に容器等の
線量当量率が法令に定める値を超えていないことおよび容器等の表面
汚染密度が法令に定める表面密度限度を超えていないことを確認す
る。ただし，第９２条（管理区域内における区域区分）第１項（１）に定める
区域から運搬する場合は，表面汚染密度についての確認を省略でき
る。

記載の適正化

3
第103条

（発電所外への運搬）

４．各課長は，運搬前に容器等の線量当量率が法令に定める値を超え
ていないことおよび容器等の表面汚染密度が法令に定める表面密度限
度を超えていないことを確認する。ただし，汚染のおそれのない管理区
域から運搬する場合は，表面汚染密度についての確認を省略できる。

４．課長（放射線管理）は，運搬前に容器等の線量当量率が法令に定め
る値を超えていないことおよび容器等の表面汚染密度が法令に定める
表面密度限度を超えていないことを確認する。ただし，汚染のおそれの
ない管理区域から運搬する場合は，表面汚染密度についての確認を省
略できる。

記載の適正化

4
第106条

（施設管理計画）

１．用語の定義
設備主管課長：課長（品質保証），総務課長，課長（発電），課長（核物質
防護）および課長（建設管理）を除く各課長

１．用語の定義
設備主管課長：課長（品質保証），総務課長，課長（発電），課長（核物質
防護）および課長（建設管理）を除く各課長。 記載の適正化
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5
第106条

（施設管理計画）

６．保全活動管理指標の設定，監視計画の策定および監視
組織は，「保全活動管理指標設定および監視手順書」に基づき，下記の
業務を行う。
（中略）
（４）各課長（総務課長，課長（核物質防護）を除く。）は，監視計画に従い
保全活動管理指標に関する情報を採取および監視を実施し，その結果
を課長（保修技術）に通知する。
（５）課長（保修技術）は，通知を受けた情報の取り纏めおよび監視を行
い，その結果を保修部長の確認，所長の承認を得て，設備主管課長に
周知する。

６．保全活動管理指標の設定，監視計画の策定および監視
組織は，「保全活動管理指標設定および監視手順書」に基づき，下記の
業務を行う。
（中略）
（４）各課長（総務課長，課長（核物質防護）を除く。）は，監視計画に従い
保全活動管理指標に関する情報を採取し，その結果を課長（保修技術）
に通知する。
（５）課長（保修技術）は，通知を受けた情報の取り纏めおよび監視を行
い，その結果を保修部長の確認，所長の承認を得て，設備主管課長に
周知する。

記載の適正化

6
第106条の2
（設計管理）

２．組織は，第１項において該当すると判断した場合，次の各号に掲げ
る要求事項を満たす設計を第３条７．３に従って実施する。
（中略）
（２）「技術基準規則」の規定および原子炉設置（変更）許可申請書の記
載事項を含む，適用される法令・規制要求事項

２．組織は，第１項において該当すると判断した場合，次の各号に掲げ
る要求事項を満たす設計を第３条７．３に従って実施する。
（中略）
（２）技術基準規則の規定および原子炉設置（変更）許可申請書の記載
事項を含む，適用される法令・規制要求事項

記載の適正化

7
第106条の3
（作業管理）

２．組織は，原子炉施設の点検および工事を行う場合，原子炉施設の安
全を確保するため次の事項を考慮した作業管理を行う。
（１) 他の原子炉施設および周辺環境からの影響による工事対象設備の
損傷および劣化の防止

２．組織は，原子炉施設の点検および工事を行う場合，原子炉施設の安
全を確保するため次の事項を考慮した作業管理を行う。
（１) 他の原子炉施設および周辺環境からの影響による作業対象設備の
損傷および劣化の防止

記載の適正化

8
第106条の4

（使用前事業者検査の実施）

第１０６条の４　所長は，設計及び工事の計画の認可または設計及び工
事の計画の届出（以下，本条において「設工認」という。）の対象となる原
子炉施設について，設置または変更の工事にあたり，設工認に従って行
われたものであること，「技術基準規則」へ適合することを確認するため
の使用前事業者検査（以下，本条において「検査」という。）を統括する。
（中略）
３．前項の検査実施責任者は，次の各号を実施する。
（中略）

（２）検査要領書
※１

を定め，それを実施する。
（３）検査対象の原子炉施設が下記の基準に適合していることを判断す
るために必要な検査項目と，検査項目ごとの判定基準を定める。
ａ. 設工認に従って行われたものであること。
ｂ.「技術基準規則」に適合するものであること。
（４）検査項目ごとの判定結果を踏まえ，検査対象の原子炉施設が前号
ａ.およびｂ.の基準に適合することを最終判断する。
ａ．構造，強度および漏えいを確認するために十分な方法。
ｂ．機能および性能を確認するために十分な方法。
ｃ．その他設置または変更の工事がその設計及び工事の計画に従って
行われたものであることを確認するために十分な方法。
（中略）
※１：検査を行うにあたっては，あらかじめ，検査の時期，対象，以下に
示す方法その他必要な事項を定めた検査要領書を定める。

第１０６条の４　所長は，設計及び工事の計画の認可または設計及び工
事の計画の届出（以下，本条において「設工認」という。）の対象となる原
子炉施設について，設置または変更の工事にあたり，設工認に従って行
われたものであること，技術基準規則へ適合することを確認するための
使用前事業者検査（以下，本条において「検査」という。）を統括する。
（中略）
３．前項の検査実施責任者は，次の各号を実施する。
（中略）

（２）検査要領書※１
を定め，それを実施する。

（３）検査対象の原子炉施設が下記の基準に適合していることを判断す
るために必要な検査項目と，検査項目ごとの判定基準を定める。
ａ. 設工認に従って行われたものであること。
ｂ.技術基準規則に適合するものであること。
（４）検査項目ごとの判定結果を踏まえ，検査対象の原子炉施設が前号
ａ.およびｂ.の基準に適合することを最終判断する。
※１：検査を行うにあたっては，あらかじめ，検査の時期，対象，以下に
示す方法その他必要な事項を定めた検査要領書を定める。
ａ．構造，強度および漏えいを確認するために十分な方法。
ｂ．機能および性能を確認するために十分な方法。
ｃ．その他設置または変更の工事がその設計及び工事の計画に従って
行われたものであることを確認するために十分な方法。
（中略）

記載の適正化
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9
第106条の5

（定期事業者検査の実施）

第１０６条の５　所長は，原子炉施設が「技術基準規則」に適合するもの
であることを定期に確認するための定期事業者検査（以下，本条におい
て「検査」という。）を統括する。
（中略）
３．前項の検査実施責任者は，次の各号を実施する。
（１）検査の実施体制を構築する。

（２）検査要領書※１
を定め，それを実施する。

（３）検査対象の原子炉施設が「技術基準規則」に適合するものであるこ
とを判断するために必要な検査項目と，検査項目ごとの判定基準を定
める。
（４）検査項目ごとの判定結果を踏まえ，検査対象の原子炉施設が前号
の基準に適合することを最終判断する。
ａ．開放，分解，非破壊検査その他の各部の損傷，変形，摩耗および異
常の発生の状況を確認するために十分な方法
ｂ．試運転その他の機能および作動の状況を確認するために十分な方
法
ｃ．ａ．およびｂ．による方法のほか，「技術基準規則」に適合している状
態を維持するかどうかを判定する方法で行うものとする。
（中略）
※１：各プラントの特徴に応じ，検査の時期，対象，以下に示す方法その
他必要な事項を定めた検査要領書を定める。

第１０６条の５　所長は，原子炉施設が技術基準規則に適合するもので
あることを定期に確認するための定期事業者検査（以下，本条において
「検査」という。）を統括する。
（中略）
３．前項の検査実施責任者は，次の各号を実施する。
（１）検査の実施体制を構築する。

（２）検査要領書※１
を定め，それを実施する。

（３）検査対象の原子炉施設が技術基準規則に適合するものであること
を判断するために必要な検査項目と，検査項目ごとの判定基準を定め
る。
（４）検査項目ごとの判定結果を踏まえ，検査対象の原子炉施設が前号
の基準に適合することを最終判断する。
※１：各プラントの特徴に応じ，検査の時期，対象，以下に示す方法その
他必要な事項を定めた検査要領書を定める。
ａ．開放，分解，非破壊検査その他の各部の損傷，変形，摩耗および異
常の発生の状況を確認するために十分な方法
ｂ．試運転その他の機能および作動の状況を確認するために十分な方
法
ｃ．ａ．およびｂ．による方法のほか，技術基準規則に適合している状態
を維持するかどうかを判定する方法で行うものとする。
（中略）

記載の適正化

10
第125条

（品質マネジメントシステム計画）

３．定義
本品質マネジメントシステム計画における用語の定義は，以下に定める
ものの他品管規則に従う。
（１）原子炉施設
原子炉等規制法第４３条３の５第２項第５号に規定する発電用原子炉施
設をいう。

３．定義
本品質マネジメントシステム計画における用語の定義は，以下に定める
ものの他品管規則に従う。
（１）原子炉施設
原子炉等規制法第４３条の３の５第２項第５号に規定する発電用原子炉
施設をいう。

記載の適正化

11
第151条

（放射性固体廃棄物の管理）

10．課長（放射線管理）は，第９項の運搬において，運搬前に次の事項
を確認する。
（中略）
11．課長（放射線管理）は，第９項の運搬において，運搬前に容器等の
線量当量率が法令に定める値を超えていないことおよび容器の表面汚
染密度が法令に定める表面汚染限度を超えていないことを確認する。た
だし，第１５９条（管理区域内における区域区分）第１項（１）に定める区
域から運搬する場合は，表面汚染密度についての確認を省略できる。

10．課長（放射線管理）は，前項の運搬において，運搬前に次の事項を
確認する。
（中略）
11．課長（放射線管理）は，第９項の運搬において，運搬前に容器等の
線量当量率が法令に定める値を超えていないことおよび容器等の表面
汚染密度が法令に定める表面密度限度を超えていないことを確認す
る。ただし，第１５９条（管理区域内における区域区分）第１項（１）に定め
る区域から運搬する場合は，表面汚染密度についての確認を省略でき
る。

記載の適正化

12
第170条

（発電所外への運搬）

４．各課長は，運搬前に容器等の線量当量率が法令に定める値を超え
ていないことおよび容器等の表面汚染密度が法令に定める表面密度限
度を超えていないことを確認する。ただし，汚染のおそれのない管理区
域から運搬する場合は，表面汚染密度についての確認を省略できる。

４．課長（放射線管理）は，運搬前に容器等の線量当量率が法令に定め
る値を超えていないことおよび容器等の表面汚染密度が法令に定める
表面密度限度を超えていないことを確認する。ただし，汚染のおそれの
ない管理区域から運搬する場合は，表面汚染密度についての確認を省
略できる。

記載の適正化
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No. 該当条文 補正前 補正案 補正理由

13
第173条

（施設管理計画）

５．施設管理の重要度の設定
（中略）
（１）系統の保全重要度は，原子炉施設の安全性を確保するため重要度
分類指針の重要度を参考に，廃止措置期間中における安全機能要求
の有無を考慮して設定する。
（中略）
（４）設計および工事に用いる重要度は，原子炉施設の安全性を確保す
るため，重要度分類指針の重要度等を組み合わせて設定する。

５．施設管理の重要度の設定
（中略）
（１）系統の保全重要度は，原子炉施設の安全性を確保するため重要度
分類指針の重要度を参考に，廃止措置期間中における安全機能要求
の有無を考慮して設定する。
（中略）
（４）設計および工事に用いる重要度は，原子炉施設の安全性を確保す
るため，重要度分類指針の重要度を参考に，廃止措置期間中における
安全機能要求の有無を考慮して設定する。

記載の適正化

14
第173条の2
（設計管理）

２．組織は，第１項において該当すると判断した場合，次の各号に掲げ
る要求事項を満たす設計を第１２５条７．３に従って実施する。
（中略）
（２）「技術基準規則」の規定および原子炉設置（変更）許可申請書の記
載事項を含む，適用される法令・規制要求事項

２．組織は，第１項において該当すると判断した場合，次の各号に掲げ
る要求事項を満たす設計を第１２５条７．３に従って実施する。
（中略）
（２）技術基準規則の規定および原子炉設置（変更）許可申請書の記載
事項を含む，適用される法令・規制要求事項

記載の適正化

15
第173条の3
（作業管理）

２．組織は，原子炉施設の点検および工事を行う場合，原子炉施設の安
全を確保するため次の事項を考慮した作業管理を行う。
（１）他の原子炉施設および周辺環境からの影響による工事対象設備の
損傷および劣化の防止

２．組織は，原子炉施設の点検および工事を行う場合，原子炉施設の安
全を確保するため次の事項を考慮した作業管理を行う。
（１）他の原子炉施設および周辺環境からの影響による作業対象設備の
損傷および劣化の防止 記載の適正化

16
第173条の4

（使用前事業者検査の実施）

第１７３条の４　所長は，設計及び工事の計画の認可または設計及び工
事の計画の届出（以下，本条において「設工認」という。）の対象となる原
子炉施設について，設置または変更の工事にあたり，設工認に従って行
われたものであること，「技術基準規則」へ適合することを確認するため
の使用前事業者検査（以下，本条において「検査」という。）を統括する。
（中略）
３．前項の検査実施責任者は，次の各号を実施する。
（中略）

（２）検査要領書
※１

を定め，それを実施する。
（３）検査対象の原子炉施設が下記の基準に適合していることを判断す
るために必要な検査項目と，検査項目ごとの判定基準を定める。
ａ. 設工認に従って行われたものであること。
ｂ.「技術基準規則」に適合するものであること。
（４）検査項目ごとの判定結果を踏まえ，検査対象の原子炉施設が前号
ａ．およびｂ．の基準に適合することを最終判断する。
ａ．構造，強度および漏えいを確認するために十分な方法
ｂ．機能および性能を確認するために十分な方法
ｃ．その他設置または変更の工事がその設計及び工事の計画に従って
行われたものであることを確認するために十分な方法
（中略）
※１：検査を行うにあたっては，あらかじめ，検査の時期，対象，以下に
示す方法その他必要な事項を定めた検査要領書を定める。

第１７３条の４　所長は，設計及び工事の計画の認可または設計及び工
事の計画の届出（以下，本条において「設工認」という。）の対象となる原
子炉施設について，設置または変更の工事にあたり，設工認に従って行
われたものであること，技術基準規則へ適合することを確認するための
使用前事業者検査（以下，本条において「検査」という。）を統括する。
（中略）
３．前項の検査実施責任者は，次の各号を実施する。
（中略）

（２）検査要領書※１
を定め，それを実施する。

（３）検査対象の原子炉施設が下記の基準に適合していることを判断す
るために必要な検査項目と，検査項目ごとの判定基準を定める。
ａ. 設工認に従って行われたものであること。
ｂ.技術基準規則に適合するものであること。
（４）検査項目ごとの判定結果を踏まえ，検査対象の原子炉施設が前号
ａ．およびｂ．の基準に適合することを最終判断する。
※１：検査を行うにあたっては，あらかじめ，検査の時期，対象，以下に
示す方法その他必要な事項を定めた検査要領書を定める。
ａ．構造，強度および漏えいを確認するために十分な方法
ｂ．機能および性能を確認するために十分な方法
ｃ．その他設置または変更の工事がその設計及び工事の計画に従って
行われたものであることを確認するために十分な方法
（中略）

記載の適正化
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第173条の5

（定期事業者検査の実施）

第１７３条の５　所長は，原子炉施設が「技術基準規則」に適合するもの
であることを定期に確認するための定期事業者検査（以下，本条におい
て「検査」という。）を統括する。
（中略）
３．前項の検査実施責任者は，次の各号を実施する。
（中略）

（２）検査要領書※１
を定め，それを実施する。

（３）検査対象の原子炉施設が「技術基準規則」に適合するものであるこ
とを判断するために必要な検査項目と，検査項目ごとの判定基準を定
める。
（４）検査項目ごとの判定結果を踏まえ，検査対象の原子炉施設が前号
の基準に適合することを最終判断する。
ａ．開放，分解，非破壊検査その他の各部の損傷，変形，摩耗および異
常の発生の状況を確認するために十分な方法
ｂ．試運転その他の機能および作動の状況を確認するために十分な方
法
ｃ． ａ．およびｂ．による方法のほか，「技術基準規則」に適合している状
態を維持するかどうかを判定する方法で行うものとする。
（中略）
※１：プラントの特徴に応じ，検査の時期，対象，以下に示す方法その他
必要な事項を定めた検査要領書を定める。

第１７３条の５　所長は，原子炉施設が技術基準規則に適合するもので
あることを定期に確認するための定期事業者検査（以下，本条において
「検査」という。）を統括する。
（中略）
３．前項の検査実施責任者は，次の各号を実施する。
（中略）

（２）検査要領書※１
を定め，それを実施する。

（３）検査対象の原子炉施設が技術基準規則に適合するものであること
を判断するために必要な検査項目と，検査項目ごとの判定基準を定め
る。
（４）検査項目ごとの判定結果を踏まえ，検査対象の原子炉施設が前号
の基準に適合することを最終判断する。
※１：プラントの特徴に応じ，検査の時期，対象，以下に示す方法その他
必要な事項を定めた検査要領書を定める。
ａ．開放，分解，非破壊検査その他の各部の損傷，変形，摩耗および異
常の発生の状況を確認するために十分な方法
ｂ．試運転その他の機能および作動の状況を確認するために十分な方
法
ｃ． ａ．およびｂ．による方法のほか，技術基準規則に適合している状態
を維持するかどうかを判定する方法で行うものとする。
（中略）

記載の適正化

18 附則

附則（令和　年　　月　　日　　号）
（中略）
第２条　３号炉については，第１０条（原子炉施設の定期的な評価），第５
４条（燃料プールの水位および水温）および第５５条（燃料または制御棒
を移動するときの原子炉水位）は，次項に定める時点から適用する。
（中略）
３．附則（平成２６年２月２６日　原管Ｂ発第１４０２２６１号）第１条第３項
第１号は，以後用いない。

（中略）

附則（平成２６年２月２６日　原管Ｂ発第１４０２２６１号）
（施行期日）
第１条　この原子炉施設保安規定は，平成２６年３月２９日から施行す
る。
（中略）
４．第１１条の２（原子炉の運転期間）における３号炉の原子炉の運転期
間の始期は，実用炉規則第４８条第１項ただし書きにより，設置の工事
の後，運転が開始された日とする。

附則（令和　年　　月　　日　　号）
（中略）
第２条　３号炉については，第１０条（原子炉施設の定期的な評価），第５
４条（燃料プールの水位および水温）および第５５条（燃料または制御棒
を移動するときの原子炉水位）は，次項に定める時点から適用する。
（中略）
３．第１１条の２（原子炉の運転期間）における３号炉の原子炉の運転期
間の始期は，実用炉規則第５５条第１項ただし書きにより，設置の工事
の後，運転が開始された日とする。
４．附則（平成２６年２月２６日　原管Ｂ発第１４０２２６１号）第１条第３項
第１号および第４項は，以後用いない。

（中略）

附則（平成２６年２月２６日　原管Ｂ発第１４０２２６１号）
（施行期日）
第１条　この原子炉施設保安規定は，平成２６年３月２９日から施行す
る。
（中略）
４．第１１条の２（原子炉の運転期間）における３号炉の原子炉の運転期
間の始期は，実用炉規則第４８条第１項ただし書きにより，設置の工事
の後，運転が開始された日とする。

記載の適正化
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